
対象 事業名
（取組名）

取組の内容 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２８年度の目指すべき姿 担当課室

　各学校のキャリア教育全体計画が整備さ
れ、充実したキャリア教育の取組が実施さ
れる。

【事業実績】
①キャリア教育連絡協議会の
開催：参加者439名
②キャリア教育推進地域の研
究成果の普及（研究発表会の
開催）：参加者1037名
③教員用啓発リーフレット配
付（5,871部）

【事業実績】
①キャリア教育連絡協議会の
開催：参加者749名
②キャリア教育推進地域の研
究成果の普及（研究発表会の
開催）：参加者1473名
・キャリア教育通信（推進地
域作成）の県内各市町村への
配信：19号

【事業実績】 【現在の進捗状況】
○本県の児童生徒の将来の夢や志に関する意識
は、ほぼ全国並である。
【H28年度全国学力・学習状況調査：肯定的回答
（全国平均との差）】
・将来の夢や目標をもっている
　小学生（＋0.1p）　中学生（＋3.6p）
・自分にはよいところがある
　小学生（＋0.5p）　中学生（＋2.1p）
・人の役に立つ人間になりたいと思う
　小学生（＋0.5p）　中学生（＋1.0p）
・難しいことでも失敗を恐れないで挑戦している
  小学生（＋0.9p）　中学生（＋3.5p）

○各小中学校において、組織的・計画的なキャリ
ア教育の推進が不十分である。
【平成27年度小中学校におけるキャリア教育に関
する実態調査】
・校内研修実施率：小学校：64.6%
　　　　　　　　　中学校：52.3%

平成２４年度から３年間実施したキャリア
教育研究事業における研究指定校の成果を
軸としながら、全ての高等学校がキャリア
教育の視点で教育活動全体を見直し、各校
の生徒や地域の実態に応じた、取組を実践
することができる。

【事業実績】
・研究指定校４校が下記の
テーマで実践研究を実施
《中芸高等学校》
発達障害等のある生徒に対す
る授業方法や評価方法等の工
夫
《山田高等学校》
教科におけるキャリア教育の
効果的な取組の工夫
《伊野商業高等学校》
学校の組織的なキャリア教育
の取組の工夫
《高岡高等学校》
発達障害等のある生徒に対す
る進路選択に結びつく支援の
在り方の工夫
・キャリア教育研究事業連絡
協議会(6/3)の実施
・教育課程研究協議会(キャリ
ア教育)(12/25)において、取
組成果を発表

【事業実績】
　研究指定事業は平成26年度
で終了し、平成27年度は学校
訪問等を通じてその成果の普
及を図った。

【事業実績】 【現在の進捗状況】
なし

H26で終了

　平成２４年度から継続した４校を研究
指定し、生徒の将来の進路に結びつける
ためにキャリア教育の実践研究を行い、
その成果を県内の県立高校に普及する。

教育委員会
高等学校課

■学校が
主体と
なって進
める取組
への支援

■いじめ
の防止

■児童生
徒の心を
耕す教育
の総合的
な推進

高知県いじめ防止基本方針に基づく取組の進捗状況

県方針の内容

子ども
教職員

(保護者)

小中学校
キャリア教
育推進事業

　

　　 ↓

小中学校
キャリア教
育充実プラ
ン
H28年度～

教育委員会
小中学校課

　児童生徒に夢や志をもって社会を生き
抜く力を育成するために、地域の特色に
応じた市町村ぐるみのキャリア教育を推
進する地域を指定し、研究推進体制の整
備やキャリア教育の視点でとらえた授業
実践を行い、その成果を普及する。

　　　　　　 ↓

　子どもたちの社会的・職業的自立に向
けた力を育てるために、高知のキャリア
教育指針に基づき、各地域の特色を生か
したキャリア教育の実践を支援するとと
もに、県民ぐるみのキャリア教育を推進
して、児童生徒が将来の夢や志を持てる
ようにする。

子ども
教職員

高等学校学
校パワー
アップ事業
(キャリア教
育研究事業)

・指針「高知のキャリア教育」に基づく発達段階に応じたキャリア教育の推進 

・「夢」や「志」を喚起し、意欲を高める教育の推進 

平成２４年度から平成２６年度ま

で４校を指定 

キャリア教育の実践研究、成果発

これまで指定された各校の成果

の普及 

資料  ６ 
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対象 事業名
（取組名）

取組の内容 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２８年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

　学校・家庭・地域間の連携を強化し、市
町村ぐるみの道徳教育を推進することによ
り、児童生徒の道徳性の向上を図る。
（全国学力・学習状況調査　児童生徒質問
紙の3項目において、平成２５年度と比
べ、肯定的な回答の割合を上げる。）

【事業実績】
①道徳の授業公開（全小・中
学校で実施）
②道徳教育研究協議会の実施
（小・中学校担当者対象：の
べ472名参加）
③家庭用道徳教育ハンドブッ
ク「私たちの道徳」について
の説明会の実施（ＰＴＡ研修
会：県内５会場）
④「高知の道徳」を活用した
実践研究（８校指定）
⑤道徳教育指定地域の研究と
成果普及（４地域指定）

【事業実績】
①道徳教育研究協議会の実施
（小・中学校担当者対象：の
べ330名参加）
②道徳推進リーダー13名育成
（集合研修６回、研究授業一
人２回）
③道徳教育指定地域の研究と
成果普及（４地域指定）
④道徳教育用指導資料集の作
成（6800部）、全小・中学校
の教員へ配布

【事業実績】 【現在の進捗状況】
○全体的に、児童生徒の道徳性は向上して
いる。
【H28年度全国学力・学習状況調査：肯定的回答（全国
平均との差）】
・自分にはよいところがあると思う
　　小学生（＋0.5p）　中学生（＋2.1p）
・将来の夢や目標をもっている
　　小学生（＋0.1p）　中学生（＋3.6p）
・学校のきまり（規則）を守っている
　　小学生（－1.2p）  中学生（＋0.4p）
・全小・中学校の全学級における道徳の授業公開率
　　※予定を含む
　　小学生（100％）　 中学生（100％)

○卒業後１年目の県内就職者の離職率を減
少させ、離職率を全国平均以下にする。

【事業実績】
・高知県版、社会人基礎力育
成プログラム完成
・指定校６校による先行実施

【事業実績】
・指定校６校でプログラムを
検証
・生徒と教員が双方向でやり
取りを行う学習記録ノートを
活用（中退防止指定校を含む
14校）

【事業実績】 【現在の進捗状況】
・指定校６校においてプログラムの実践、
検証を行う。
・中途退学指定校を含む14校でキャリア
ノートによる取組を実践している。

子ども
教職員

生徒の意欲
を高める応
援プラン事
業(社会人基
礎力育成プ
ログラム開
発)

(■学校が
主体と
なって進
める取組
への支援)

子ども
教職員

(保護者)

道徳教育充
実プラン

　 　↓

道徳教育改
革プラン
H28年度～

　児童生徒の道徳性の向上を図るため
に、指定地域において学校、家庭、地域
が連携した道徳教育に取り組み、その成
果を普及することにより、県民ぐるみの
道徳教育を推進する。

　　　　　　 ↓

　「特別の教科　道徳」の実施（小30年
度・中31年度）に向けて、指定校におけ
る多様な指導方法の工夫等による道徳授
業の研究や成果普及を行ったり、特別の
教科　道徳」の趣旨の周知及び指導方法
の研究などを行ったりして、「特別の教
科　道徳」の趣旨を踏まえた学校での道
徳教育の充実を図り、児童生徒の道徳性
を養う。

教育委員会
小中学校課

　生徒の社会性の向上のために、就職や
離職の状況に課題のある学校を指定し、
コミュニケーション能力や協調性、規範
意識等の社会人基礎力の育成のためのプ
ログラムを中学校教員と協働して開発し
実践する。

教育委員会
高等学校課

(■いじめ
の防止)

(■児童生
徒の心を
耕す教育
の総合的
な推進)

学校・家庭・地域との連携を強化した道徳教育の推進 

高知県版、社会人基礎力育成プログラムの推進 

・プログラム開発 ・指定６校でプログラム ・すべての高等学校に・すべての高等学校に
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対象 事業名
（取組名）

取組の内容 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２８年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

　学校図書館の環境を整備することによ
り、児童生徒の読書の質と量が充実し、豊
かな心が育成される。

【事業実績】
①推薦図書リストを活用した
「高知県わくドキ！ショート
コメントコンテスト」の実施:
取組数 7,152点
　(H25年度より887点増）

②指定校21校における学校図
書館を活用した授業の公開状
況：21回

③学校図書館支援員配置状況
・29市町村(10市町村増)
・178校（93校増）
・118名（46名増）

【事業実績】
①推薦図書リストを活用した
「高知県わくドキ！ショート
コメントコンテスト」の実施:
取組数 7,629点(H26年度より
477点増）

②指定校21校における学校図
書館を活用した授業の公開状
況：21回

③学校図書館支援員配置状況
・28市町村(1市町村減)
・170校（8校減）
・104名（14名減）

【事業実績】 【現在の進捗状況】
○全体的に、読書や学校図書館等の活用に関する
意識は高い。
【H28年度全国学力・学習状況調査：肯定的回答（全国平均
との差）】
・読書はすき
　小学生（3.8p）　中学生（3.9p）
・児童生徒の学校図書館等の活用（週１回以上）
　小学生（5.5p）　中学生（4.6p）
・授業での学校図書館等の計画的な活用（週１回以上）

　小学校（4.5p）　中学校（－1.8p）

○本県の児童生徒は、全国学力・学習状況調査等
から思考力・判断力・表現力に課題があることが
明らかになっている。特に、資料を読んで文章全
体の構成や表現の工夫、要旨を捉えたり、資料か
ら必要な情報を取り出して自分の考えをまとめた
りすることが課題である。
　小学校段階から図書館資料や新聞の活用等を通
して言語活動の充実を図り、児童生徒が意見や考
えを交流し合いながら、主体的・協働的に学ぶ探
究的な授業づくりに取り組んでいく必要がある。

・研究指定、研修の実施
・県立高校11校への図書館管理
システムの導入

・研修の実施（研究指定成果の普
及、取組事例の共有）
・環境整備の推進

・研修の実施（効果的な取組
事例の研究と共有）
・環境整備の推進

　生徒の週１回以上の図書館利用率を向上
させる。（目標50%）

【事業実績】
・研究指定事業３校指定
・研修会２回実施
・全県立高校への図書館管理
システムの導入完了

【事業実績】
・生徒の週１回以上の学校図
書館利用率（学力定着把握検
査）
H22～H26　17%台前半で推移
→　H27　19.0%
・学校図書館活用率向上を目
的とした取組の支援及び実施
呼びかけ
・研修会２回実施
　①図書館管理システム活用
及び学校図書館オリエンテー
ションに関する研修（３２
名）
　②実践発表及び学校図書館
とアクティブラーニングに関
する研修（３３名）

【事業実績】 【現在の進捗状況】
・学校図書館活用率向上を目的とした取組
の支援及び実施呼びかけ
･生徒の学校図書館利用率について調査を
実施
  週１回以上の図書館利用率　20.0％
　　　　　　　         (H26 17.4%)
                       (H27 19.0%)
・学校図書館関係職員を対象とする研究協
議会の実施（5/25）
・学校図書館関係職員を対象とする研究協
議会（探究型学習について）を予定
(11/28)

子ども
教職員

高等学校学
校図書館教
育推進事業

　生徒の主体的、意欲的な学習活動の充
実を図り、豊かな感性を育む教育を推進
するための、学校図書館の効果的活用に
ついての研究や研修会を実施し、モデル
的取組を推進するとともに、学校図書館
担当教職員の指導力の向上を図る。ま
た、学校図書館情報のデータベース化を
推進し、管理や貸出業務が円滑に行える
ようにする。

教育委員会
高等学校課

教育委員会
小中学校課

子ども
教職員

学校図書館
活動の推進
(ことばの力
育成プロ
ジェクト事
業)

　　 ↓

探究的な授
業づくりの
ための教育
課程研究実
践事業
（学校図書
館活用型）
H28年度～

(■学校が
主体と
なって進
める取組
への支援)

(■いじめ
の防止)

(■児童生
徒の心を
耕す教育
の総合的
な推進)

　学校図書館の環境を充実させるととも
に、各教科等における学校図書館や図書
資料の活用を図ることを通して、児童生
徒の読書習慣を確立し、豊かな感性や思
考力・判断力・表現力を育成する。
　
　　　　　　↓

各教科及び総合的な学習の時間におい
て、図書館資料及び新聞等を活用して主
体的・協働的に学ぶ探究的な授業づくり
に取り組み、児童生徒の思考力・判断
力・ 表現力、情報活用能力、問題解決
能力等を育む。

① 推薦図書リストの配布及び活用の促進 

② 学校図書館を活用した授業の推進 

（ことばの力育成プロジェクト推進事業） 

③ 読書環境整備の充実                継続予定  

指導主事の学校訪問 

による推進 

（学校図書館環境整備費補助金） 

学校図書館の機能の充実と生徒が活用しやすい環境整備の推進ｕ 
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対象 事業名
（取組名）

取組の内容 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２８年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

・県立高校の中途退学率を全国平均以下に
する。
・重点指定校の中途退学者数を平成24年度
から半減させる。

【事業実績】
・生徒情報の共有と支援方法
の徹底。
・仲間づくりのための合宿や
体験活動の実施（21校）。
・重点支援校ではカウンセ
ラーを週１日から週２日にす
ることで家庭訪問への帯同や
生徒の個別面談の大幅な増
加。
・学習支援員等の活用による
補力補習（20校42名の支援
員）。

【事業実績】
・生徒情報の共有と支援方法
の徹底。
・仲間づくりのための合宿や
体験活動の実施（25校）。
・学習支援員等の活用による
補力補習（28校84名の支援
員）。

【事業実績】 【現在の進捗状況】
・県立高等学校36校(分校2校含む）中、22
校が計画、実施。
・学習支援員の活用による補力補習（31校
100名の支援員）

　県民に対して様々な自然体験活動等の情
報提供を行うことにより、県民が身近な場
所や興味関心のある活動への参加ができ
る。
　自然体験活動の指導者が養成されること
により、安全に配慮された様々な体験活動
に県民が参加することができる。
※Ｈ26　こうちこどもプラン

【事業実績】
○指導者養成研修等
　(自然体験インストラク
ター)の実施(H27/1/10～12)
  参加者21名
○情報提供
・イベント情報、団体紹介情
報の更新
・環境学習プログラム活用事
例の追加

【事業実績】
○指導者養成研修等
　(自然体験インストラク
ター)
　の実施(H27/11/21～23)
  参加者11名
○情報提供
・イベント情報の更新
　新規イベント掲載数：91
○体験活動推進事業
　講師派遣団体数：5

【事業実績】 【現在の進捗状況】
○指導者養成研修等(自然体験インストラ
クター)の実施（予定）
　Ｈ29/2/5・2/10～2/12
○情報提供
・イベント情報の更新
　4月～5月
　新規イベント掲載数：18
○体験活動推進事業
　6月～10月
　講師派遣予定団体数：911(実施済）2
（予定）

　多様な体験活動や学習活動を通じ、青少
年の自主性、社会性、協調性が育まれる。
　中１学級にまとまりができ、学習に集中
できる円滑な学級経営を行うことができ
る。
※Ｈ27　高知県教育振興基本計画　重点プ
ラン

【事業実績】
・中１学級づくり合宿事業
　　30校参加
・不登校対策事業
　　計11回実施
・各種主催事業　29事業実施

【事業実績】
・中1学級づくり合宿事業 25校参加
・不登校対策事業
　　計10回実施
・各種主催事業　29事業実施

【事業実績】 【現在の進捗状況】
・中1学級づくり事業
4月～6月28校1,639名参加
事後のアンケートや学校訪問等を実施して
参加者の感想や効果について検証中であ
る。
・不登校対策事業
6月～9月3回程度実施
支援機関とも連携し施設の機能を生かした
プログラムを実施して支援している。
・各種主催事業
　9月末までに新規事業を含め13事業を実
施。

教育委員会
高等学校課

子ども
教職員

青少年教育
施設振興事
業

　青少年に自然に親しんでもらうととも
に、異年齢集団による多様な体験活動の
場を提供し、自主性・社会性・協調性を
養う。
　体験活動等を通して不登校・いじめ等
の予防的対応を図るとともに、子どもが
家庭や地域社会と上手に関わりながら成
長する力を身につける。
　・中１学級づくり合宿事業の実施
　・不登校対策事業の実施
　・各施設における主催事業の実施

教育委員会
生涯学習課

子ども
教職員

環境学習推
進事業

　ＮＰＯ等の団体や学校、青少年団体が
連携した自然体験活動や環境学習を推進
する。
・指導者養成研修等の実施
・ホームページによる体験学習の情報提
供

教育委員会
生涯学習課

子ども
教職員

生徒の意欲
を高める応
援プラン事
業(中途退学
減少プロ
ジェクト)

　高等学校における早期の中途退学の防
止に向けて、中途退学の多い学校を指定
し、人権教育課と連携した心の教育アド
バイザーの派遣支援などを通じて、個に
応じたきめ細かな指導を組織的に行う。
また、入学者を対象とした仲間づくり合
宿を実施し、学校生活への円滑な適応を
支援する。また、生徒指導上の課題の引
き継ぎやつながりのある進路指導の在り
方を中高の校長が集まり協議する場を設
けるなど中学校と高校の連携を強化す
る。

(■学校が
主体と

なって進
める取組
への支援)

(■いじめ
の防止)

(■児童生
徒の心を
耕す教育
の総合的
な推進)

施設機能を生かした校外学習支援の実施 

各種事業の計画的な実施及び積極的なＰＲ、 

ニーズ等に応じた事業の新規開発・見直し 

指導者養成研修等の実施、ホームページによる体験学習の情報提供 

中途退学防止プランの実行と組織的な生徒支援及び 

中高連携の更なる推進 
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対象 事業名
（取組名）

取組の内容 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２８年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

　人権意識を高めるとともに、状況によっ
ては犯罪（加害者・被害者）に結びつくこ
とを認識させる。
　ネットマナーの普及徹底

【事業実績】
  小学校36回
　中学校 7回

【事業実績】
　平成27年９月にＴ・Ｔ方式
による「いじめ防止教室資料
集」を作成し、県内全小学
校・教育関係機関に配布した
上で、これまでのサポートセ
ンターによる出前授業から、
各警察署と各学校との協働に
よる教室に拡充。
　平成27年９月から12月の間
のＴ・Ｔ方式によるいじめ防
止教室開催状況
　11市町村　15校
　　54クラス

【事業実績】 【現在の進捗状況】
T・T方式によるいじめ防止教室
平成28年１～９月の開催状況
・６市町村
・10校
・18回

　人権作文に取り組む学校数の増加とそれ
に伴う取組総数の増加

【事業実績】
・応募学校数　131校
　取組総数　8,793編
・いじめ防止子どもサミット
において、いじめを題材とし
た入賞作品を朗読することが
できた。

【事業実績】
・応募学校数　129校
　取組総数　9,385編
・テーマ別では、いじめを
テーマにした作品が最も多
い。

【事業実績】 【現在の進捗状況】
・応募学校数:139校
　取組総数:9,691編
・１次審査及び２次審査の実施

・２小学校、１中学校を指定 ・２小学校を指定

　平成３０年度までに、人権教育総合推進
地域事業も含めて、県内１０校を指定し、
研究の推進を図る。
※Ｈ３０　高知県人権施策基本方針―第１
次改定版―

【事業実績】
・指定校３校において、「教
科・領域における人権学習」
「自尊感情の育成」といった
内容での研究が進んだ。
・集合研修会　6/13
・黒潮町立佐賀中学校指定研
究発表会　10/24
・合同報告会　2/18

【事業実績】
・指定校２校において、「教
科等における人権学習」「自
尊感情の育成」といった内容
での研究が進んだ。
・南国市立大湊小学校指定研
究発表会　1/22

【事業実績】 【現在の進捗状況】
・高知市立一宮小学校指定研究発表会
（12/2）に向けた指導案検討等への支援
・研究発表会開催要項を中四国各県及び各
市町村教育委員会、各県立学校に送付

　良好な親子関係や子どもへのかかわり方
について保護者の理解が深まり、積極的に
子どもにかかわる姿が多くなる。

【事業実績】
・保護者研修　52回（53園）

【事業実績】
・保護者研修 39回
　（33園･子育て支援セ
　ンター１･小学校３）

【事業実績】 【現在の進捗状況】
・保護者研修の実施　31回（９月末現在）
　（26園・１町・小学校２）

子ども
教職員

(保護者)

人権教育研
究推進事業

【人権教育研究指定校事業】
　人権意識を培うための学校教育の在り
方について、教育委員会等との連携・協
力の下で幅広い観点から実践的な研究を
実施する。（２６年度は１中学校、２小
学校を指定）

教育委員会
人権教育課

教育委員会
人権教育課

法務局
人権擁護課

保護者
親育ち支援
啓発事業

良好な親子関係や子どもへのかかわり方
について保護者の理解を深め、親の子育
て力を高めるために、保育所・幼稚園等
において、講話等を行う。

教育委員会
幼保支援課

人権作文コ
ンテスト

　基本的人権の重要性，必要性について
考えたことなどを題材として、小学校
５・６年生，中学校，高等学校の児童生
徒、特別支援学校の小学部５・６年生，
中学部，高等部の児童生徒から作文を募
集し表彰する。

子ども
非行防止教
室

　小学生を対象に、いじめをテーマとし
た指導案と教材を各学年毎に作成し、担
任とティーム・ティーチングで授業を行
う。
　中学生を対象に、いじめをテーマとし
た出前授業の実施（例：いじめ防止対策
推進法を教材にディベート形式の授業
等）

警察本部
少年女性
安全対策課

子ども

(■児童生
徒の心を
耕す教育
の総合的
な推進)

(■いじめ
の防止)

(■学校が
主体と
なって進
める取組
への支援)

研究指定校における人権教育の指導方法の改善充実に向けた 

実践的な研究の推進 

高知地方法務局人権擁護課と連携したコンテストの開催 

学校の実情・ニーズに合わせた出前授業の実施 

保護者研修の実施 

研究指定校における人権教育の指導方法の改善充実に向けた 

実践的な研究の推進 

高知地方法務局人権擁護課と連携したコンテストの開催 
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対象 事業名
（取組名）

取組の内容 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２８年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

　保護者と保育者との相互理解が進むこと
で、共に子育てを考えるようになり、保護
者が積極的に子どもにかかわる姿が多くな
る。

【事業実績】
・新規実施園　７園
　新規園及び継続園の
　合計　78園

【事業実績】
・新規実施園　５園
　新規園及び継続園の
　合計　82園

【事業実績】 【現在の進捗状況】
・新規実施園　11園（９月末現在）
・これまでの実施園の継続状況について調
査中

・推進校の「学校経営計画」の「徳」の到
達目標の達成状況がＢ以上
・全国学力・学習状況調査質問紙調査結果
において「自分には、よいところがあると
思う」70%以上、「学校のきまり・規則を
守っている」90%以上

【事業実績】
県内の中学校19校を指定し、
学校経営計画の中に生徒指導
の視点を位置付け、ＰＤＣＡ
サイクルに基づき開発的な生
徒指導に組織的に取り組ん
だ。

【事業実績】
・志育成型学校活性化事業の
推進校において、推進校の７
月アンケート調査結果で、
「自分は一人の大切な人間で
ある」の肯定的回答１１校平
均80.1％
・未来にかがやく子ども育成
型学校連携事業の推進校にお
いて、推進校の１１月アン
ケート調査結果で、「自分に
はよいところがある」の肯定
的回答　旭中学校区74.2%
朝ヶ丘中校区74.2% 「決まり
を守る」旭中校区86.4%  朝ヶ
丘中校区90.5%
・全ての推進校の「学校経営
計画」の「徳」の到達目標の
達成状況がＢ以上となった。

【事業実績】 【現在の進捗状況】
・志育成型学校活性化事業の各推進校で
は、推進リーダーが中心となって、効果の
ある取組を教職員及び生徒に周知し、全校
で実施することで、学校組織の活性化や学
校の安定化につながってきている。
・未来にかがやく子ども育成型学校連携事
業において、小・中学校間での円滑な接続
を図る取組をはじめ、小・中学校が協働し
てさまざまな取組を進めてきたことで、２
年目推進校区の中には、児童生徒の自尊感
情や自己有用感の向上がみられる校区も出
てきた。
・Ａ校区の児童生徒アンケート結果（経
年）
「自分にはよいところがあると思うか」小
６：23.3%⇒中１：27.3%
「クラスの人の役に立っていると思うか」
小６：8.1%⇒中１：18.2%
※数値は「そう思う」と回答した割合（4
件法）

・いじめ防止子どもサミットの実施

　平成27年度の全国学力・学習状況調査の
児童生徒質問紙調査において、「いじめ
は、どんな理由があってもいけないことだ
と思いますか」に対する肯定的な回答の割
合を100%に近づける。

【事業実績】
・いじめ防止子どもサミット
12/6
・参加者数　1,444名（児童生
徒721名、大人723名）
・参加学校数　294校（小185
校、中96校、高13校）

【事業実績】
・「ネット問題」を子どもと
大人で考える県民フォーラム
10/25　約350名参加
・４市において、いじめや
ネット問題をテーマにした児
童生徒の交流活動を実施し、
運営等の支援を行った。（香
美市、南国市、四万十市、宿
毛市）
・　高知市において、いじめ
問題をテーマにした中学生サ
ミットを実施した。

【事業実績】 【現在の進捗状況】
・児童生徒による実行委員：42名
・教員等による準備委員：18名
・準備委員会･実行委員会:３回
・児童会･生徒会交流集会:児童生徒659
名、教員・保護者他748名、計1,407名
　高知市7/30、土長南国吾川地区・香美香
南地区7/31、幡多地区7/31、安芸地区
8/7、高岡地区8/21

　教育活動の中に生徒指導の視点を位置付
け、ＰＤＣＡサイクルに基づく開発的な生
徒指導（子どもに内在する力や可能性を引
き出す生徒指導）に組織的に取り組めるよ
う、学校を指定し重点的に支援する。
①志育成型学校活性化事業～高知夢いっぱ
いプロジェクト～
　11中学校を指定し、統括アドバイザーや
生徒指導支援アドバイザーからの指導・助
言を通して、自己肯定感や規範意識を育む
ための組織的、計画的な生徒指導体制を構
築する。
②未来にかがやく子ども育成型学校連携事
業
連携推進校（２中学校区）に推進リーダー
を配置し、児童生徒の自己指導能力を育成
するため、９年間で育てる力を明確にし、
小中が共同し、組織で生徒指導の３機能
（自己存在感を与える、共感的人間関係を
育成する、自己決定の場を与える）を全て
の教育活動に位置付けた取組を、組織的に
展開する。
③魅力ある学校づくり推進プロジェクト
連携推進校（１中学校区）に推進リーダー
を配置し、小中学校が連携した取組を推進
し、その成果等について市内の小中学校に
普及することで、市全体の小中学校におけ
る組織的な生徒指導体制を推進する。

教育委員会
人権教育課

夢・志を育
む「開発的
生徒指導」
推進事業

子ども
教職員

子どもの育ちや保育に関する保護者の理
解を促進するために、保育所や幼稚園等
を利用する保護者の保育者体験を促進す
る。

子ども
教職員
保護者

一般県民

(■いじめ
の防止)

(■学校が
主体と
なって進
める取組
への支援)

いじめ防止
子どもサ
ミット

　高知県いじめ防止基本方針に基づくい
じめの防止対策を県民挙げて推進するた
め、
・県内の小・中・高・特別支援学校の児
童生徒が集い、いじめの防止について考
える機会にする。
・子どもに関わる大人も、子どもたちと
一緒にいじめ問題について考え、子ども
たちのいじめの防止等の取組を支える機
運を高める。

知事部局
教育委員会
警察本部

保護者

保護者の一
日保育者体
験推進事業

教育委員会
幼保支援課

■児童生
徒一人一
人がもっ
ている力
を引き出
す生徒指
導の推進

(■児童生
徒の心を
耕す教育
の総合的
な推進)

②「学校経営計画」に基づく 

生徒指導推進校支援事業 

中学校１１校指定 

①志育成型学校活性化事業 

中学校８校指定 

サミットの実施と、サミット宣言に基づいた児童生徒の 

主体的ないじめ防止の取組の推進 

中学校５校指定 中学校11校指定 

２中学校区の小中学校指定 

①志育成型学校活性化事業 ①志育成型学校活性化事業 

②未来にかがやく子ども育成型学校連携事業 

夢・志を育む「開発的生徒指導」推進事業→高知夢いっぱいプ

ロジェクト推進事業 

※小中連携による開発的生徒指導

の実施 

保護者の一日保育者体験の実施 

３中学校区の小中学校指定 
※H26年度事業終了４校が①の事業

に移行 
１中学校区の小中学校指定 １中学校区の小中学校指定 
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対象 事業名
（取組名）

取組の内容 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２８年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

　全校種が系統的に「学級経営の視点」を
意識した教育活動を各教員が推進すること
により、学級経営の質の向上を図り、児童
生徒への効果的で適切な支援ができる。

【事業実績】
各種研修会（学級づくり地域
リーダー養成研修会、初任者
研修、人権教育主任会、生徒
指導主事会等）におけるハン
ドブックの活用周知、実践の
紹介

【事業実績】
人権教育担当者会、志育成学
校活性化事業推進リーダー
会、各校種別生徒指導担当者
会、学級づくりリーダー養成
研修、生徒指導コーディネー
ター研修、年次研修等でのハ
ンドブックの活用に関する研
修や実践事例の紹介等

【事業実績】 【現在の進捗状況】
・研修会にハンドブックの持参を依頼した
り、研修の中で重点箇所を解説し普及に努
めている。これまでは校種別の生徒指導主
事会連絡協議会や校内研修会などにおいて
ハンドブックを活用した学習機会を設置し
ている。

・Ｑ－Ｕアンケートやより良い人間関係づ
くりのスキルを生かした「温かい学校・学
級」の増加
・学級づくりリーダーの効果的活用による
教員の学級経営力の向上

【事業実績】
・学級経営支援講座の開催
　7/30　129名
・学級づくり地域リーダー養
成研修会開催
 5/22・8/8・11/4 各17名
・学校訪問支援67回

【事業実績】
・学級づくり地域リーダー養
成研修会開催　5/29　16名・
8/4　18名・11/5　17名参加
・学級経営支援講座の開催
7/28　116名
・学校訪問支援109回

【事業実績】 【現在の進捗状況】
・重点支援地域における学級経営研修会等
の実施（３地域）参加者98名
・学校訪問等の支援　延べ31回
　　　　　　（H28年9月末現在）

　研修満足度を80%以上にする。

【事業実績】
・県立学校人権教育主任連絡
協議会　5/19
・小中学校人権教育主任連絡
協議会
　東部　5/23
　土長南国吾川　5/27
　高岡　5/30
　西部　6/3
・人権教育主任の職務の徹底
と、人権教育推進のためのマ
ネジメント研修を実施

【事業実績】
・県立学校人権教育主任連絡
協議会　5/8
・小中学校人権教育主任連絡
協議会
　東部　5/26
　土長南国吾川　5/29
　高岡　6/1
　西部　6/5
・人権教育主任の職務の徹底
と、人権教育推進のためのマ
ネジメント研修を実施

【事業実績】 【現在の進捗状況】
・県立学校人権教育主任連絡協議会　5/11
・小中学校人権教育主任連絡協議会
　　土長南国吾川 5/23　高岡 5/31
　　西部 6/3　東部 6/7
・人権教育主任の職務の徹底と、人権教育
推進のためのマネジメント研修を実施

人権教育主
任連絡協議
会（義務・
県立）

　各学校の人権教育主任に人権教育の基
本方針やその職務の徹底を図るととも
に、人権教育推進上の成果や課題につい
て協議する。

教育委員会
人権教育課

教職員
学級経営推
進事業

　学校における児童生徒の生活のベース
となる「学級」の重要性を全教職員が認
識し、「学級経営ハンドブック」を活用
した組織的な教育活動に取り組み、児童
生徒が安心して過ごせる学級、学校づく
りを推進する。

教育委員会
人権教育課

教職員

■教職員
の資質能
力の向上

(■学校が
主体と
なって進
める取組
への支援)

(■いじめ
の防止)

教職員
学級づくり
リーダー活
用推進事業

　学級経営における指導的役割を担う
「学級づくりリーダー」を養成・活用す
ることで、学校の学級風土の改善を図
り、いじめや不登校等を生じさせない学
級・学校づくりを推進する。
○Ｑ－Ｕアンケート等の効果的活用の徹
底
○学級経営支援講座（年１回）
○学級づくり地域リーダー養成研修会
（年３回）

教育委員会
心の教育セン
ター

Ｑ－Ｕアンケート等の効果的活用 

学級経営支援講座・学級づくり地域リーダー 

養成研修会の開催 

リーダー活用モデル

の周知・啓発 

教育センター主催の人権教育主任研修と連動させた 

人権教育推進のためのマネジメント研修の実施 

「学級経営ハンドブック」の積極的な活用 

・学級経営を意識した取組の充実 

「学級経営ハンドブック」の積極的な活用 

・学級経営を意識した取組の充実 
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対象 事業名
（取組名）

取組の内容 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２８年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

　平成２８年度までに、44名の人権教育推
進リーダーを育成する。

【事業実績】
・10名(小４名、中３名、高３
名)を人権教育推進リーダーに
委嘱
・集合研修会
　5/20、8/5・6、2/23
・授業研究への指導･助言

【事業実績】
・12名(小５名、中４名、高２
名、特支１名)を人権教育推進
リーダーに委嘱
・集合研修会　5/18、7/30・
31、2/22
・フォローアップ研修会
　8/5
・授業研究への指導･助言

【事業実績】 【現在の進捗状況】
・11名（小５名、中３名、高２名、特支１
名）を人権教育推進リーダーに委嘱
・集合研修会 5/17,8/22･23
・フォローアップ研修会 8/4
・学校訪問（事前研・授業研）：３回

　生徒指導主事アンケート結果において、
①～④の項目に対する肯定群の割合の平均
を80%以上にする。
①組織的生徒指導の実施　②開発的、予防
的生徒指導の実施　③ＰＤＣＡによる取組
の改善　④小中連携の効果的な取組の実践

【事業実績】
小学校担当者会（5/9）
中学校主事会（5/20）
小中学校担当者主事会（11月
に3地区で実施)
高等特別支援学校主事会（10
月に4地区で実施）

【事業実績】
小学校担当者会（5/14,15
参加者227名）
中学校主事会（5/25　149名参
加）
高等学校特別支援学校主事会
（5/28 74名参加）
小中学校担当者主事会（11月
に3地区で実施)
高等特別支援学校主事会（10
月に4地区で実施）
・生徒指導主事・担当者アン
ケート結果において、③の項
目に対する肯定群の割合の平
均が80%以上とならなかった
が、それ以外は、８０％以上
となった。

【事業実績】 【現在の進捗状況】
・開発的生徒指導推進のために、生徒指導
主事・担当者が、「チーム学校の構築」の
ため、どのような役割を果たすのか、ま
た、問題行動等の未然防止の取組の推進の
ために、主事・担当者が、いかに働きかけ
て組織的な推進体制を構築するのかについ
て研修を構成した。
　小学校担当者会（5/20、5/27）
　中学校生徒指導主事会（5/24）
　高等学校・特別支援学校生徒指導主事会
（5/26）実施
・生徒指導上の諸問題の早期発見・早期対
応に、効果的なチーム支援について、開発
的な生徒指導の推進を柱にした地区別の生
徒指導主事・担当者会を予定し、現在準備
を進めている。
　小中学校地区別生徒指導担当者・生徒指
導主事会（10/27、10/28）
　高等学校地区別生徒指導主事会
（10/18、10/20、10/21、10/26）実施予定

　各学校において、教職員一人一人が人権
教育の重要性を理解している。学校経営や
学級経営、各教科等の実践時に全教職員が
共通理解して組織的に人権教育を推進して
いる。

【事業実績】
 本年度計画している研修は予
定通り実施できた。

【事業実績】
本年度計画している研修は予
定通り実施できた。

【事業実績】 【現在の進捗状況】
・人権教育の視点を大切にした、効果的な
研修を進めるために、人権教育に係る職場
研修の実施→（4/13）
・人権や人権問題に対するすぐれた感覚を
養う研修及び人権教育を基盤とした学級経
営等に係る研修の実施
○保育士・幼稚園教員に係る研修→
（5/20、6/22、8/18、8/29）
○学校教職員（初任者・3年・10年経験者
等）に係る研修→（6/16、7/8、7/26）
・研修受講者への各所属での伝達・啓発等
の実施を呼びかけていく。

教職員
教育委員会
人権教育課

人権教育推
進リーダー
育成事業

　人権尊重の視点に立った学校づくりを
推進するため、人権教育や人権問題につ
いての専門性・実践力を備えたリーダー
を育成する。（小・中・高・特別支援学
校の教員　11名）

教職員

・各校種、
園・所等の
教職員に義
務付けられ
た基本研修

・任意に受
講する専門
研修

　学校・園・所の教職員（管理職等・初
任者・３年経験者・１０年経験者・学校
事務職員・技能職員・臨時的任用教員）
に対し、人権や人権問題に対するすぐれ
た感覚を養い、人権教育を基盤とした学
校経営や学級経営、教科経営等が実施さ
れるよう、指導主事等による講義・演習
を行い、指導力の向上を図る。

教育委員会
教育センター

　各学校に位置付けられている生徒指導
主事（担当者）を中心として、生徒指導
に対する認識を深め、組織的な生徒指
導、開発的・予防的な生徒指導を実践す
る。

教育委員会
人権教育課

子ども
教職員

生徒指導主
事等育成事
業

(■教職員
の資質能
力の向上)

（■いじ
めの防
止）

(■学校が
主体と
なって進
める取組
への支援)

教育センター主催の各校種等に義務付けられた研修や 

任意に受講する研修での人権教育についての研修の開催 

各校種における生徒指導主事会（担当者会）を年２回実施 

11名の人権教育推進リーダーを委

嘱し、研究・研修を行う（小４名、中

４名、県立３名） 

11名の人権教育推進リーダーを委

嘱し、研究・研修を行う（小４名、中

４名、県立３名） 

11名の人権教育推進リー

ダーを委嘱し、研究・研修

を行う（小４名、中４名、県

立３名） 
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対象 事業名
（取組名）

取組の内容 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２８年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

・高等学校における校内支援体制を充実さ
せる。
・各高等学校の生徒支援コーディネーター
の資質を向上させる。

【事業実績】
・生徒支援コーディネーター
地区別研修会の開催
(5/28・6/3・6/4：計68名)
・生徒支援コーディネーター
全体研修会の開催
        (7/14：50名)
・生徒支援コーディネーター
スキルアップ研修会の開催
(10/20 18名,
2/24 19名)
重点支援校訪問 延べ 89回

【事業実績】
・生徒支援コーディネーター
地区別研修会の開催
 (5/27・6/2・6/3計59名)
・生徒支援コーディネーター
全体研修会の開催
(8/21：48名)
・生徒支援コーディネーター
スキルアップ研修会の開催
(10/13 26名)
・学校訪問支援
延べ69回
（H28年1月31日現在)

【事業実績】 【現在の進捗状況】
・生徒支援コーディネーター研修会
〔第1回地区別〕
　5/27西部会場　参加者16名
　5/31東部会場　参加者11名
　6/1 中部会場　参加者27名
〔第2回全体会〕8/19 参加者39名
・教育相談スキルアップ研修（対象校5
校）
  第1回 7/12 参加者６名
・学校訪問等の支援　５回
　　　　　　（H28年９月末現在）

・教育相談や人間関係づくりに関する専門
的な知識・技能を要する教員を増加させ
る。
・研修満足度90%以上にする。

【事業実績】
・教育相談講座Ⅰ
　　(年４回：参加者51名)
・教育相談講座Ⅱ
　　(年４回：参加者27名)
・教育相談推進講座
  　(7/29：参加者149名)
・保健室における相談活動推進講座
 　(8/22：参加者62名)
・人間関係づくり実践講座Ⅰ
 　(8/7：参加者37名)
・人間関係づくり実践講座Ⅱ
 　(8/20～21：参加者24名)
・生徒指導推進講座
 　(8/19：参加者48名)
・心の教育センター在校研究員連絡
協議会
　(年3回：研究員3名)

【事業実績】
・教育相談講座Ⅰ
(年４回：参加者60名)
・教育相談講座Ⅱ
(年４回：参加者39名)
・教育相談推進講座
(7/31：参加者100名)
・保健室における相談活動推進講座
(7/24：参加者56名)
・人間関係づくり実践講座Ⅰ(8/6：参
加者31名)
・人間関係づくり実践講座Ⅱ(8/17～
18：参加者21名)
・生徒指導推進講座
(8/7：参加者63名)
・心の教育センター在校研究員連絡協
議会
 (年3回：研究員4名)

【事業実績】 【現在の進捗状況】
・教育相談講座Ⅰ第1回：参加者48名
・教育相談講座Ⅱ第1回：参加者30名
・教育相談推進講座　8/1 参加者99名
・保健室における相談活動推進講座
　8/5 参加者48名
・人間関係づくり実践講座Ⅰ
　7/29 参加者21
・人間関係づくり実践講座Ⅱ
　8/15～16 参加者12
　
　　　　　　（H28年９月末現在）

・すべての小中学校において「校内支援体
制チェックリスト」で平均3.0以上にす
る。
※Ｈ27　高知県教育振興基本計画　重点プ
ラン　校内委員会充実事業

【事業実績】
・各教育事務所による対象校
の校内委員会への特別支援教
育コーディネーター派遣事業
の実施は、Ⅰ期60件、Ⅱ期２
件であった。

【事業実績】
・校内委員会特別支援教育
コーディネーター派遣事業の
実施Ⅰ期55件Ⅱ期5件
「校内支援体制チェックリス
ト」小中学校平均3.1（4件
法）

【事業実績】 【現在の進捗状況】
・各学校の校内支援体制は構築されてきて
いるが、校内委員会の更なる充実が必要で
ある。コーディネーター同士が地域で連携
できる仕組み作りのため、中学校区単位で
の学校コーディネーターの研修会を開催し
ている(34件　９月末時点）

教職員

【教育相談や人間関係づくりに関する専
門研修の開催】
 ○教育相談講座Ⅰ・Ⅱ
 ○教育相談推進講座
 ○保健室における相談活動推進講座
 ○人間関係づくり実践講座Ⅰ・Ⅱ
 ○生徒指導推進講座
 ○心の教育センター研究員(在校)制度

教育委員会
心の教育セン
ター

　高等学校における予防的支援に焦点を
当てた校内支援体制づくりを進めるた
め、県内１０校を重点支援校に指定し、
各校の実態に応じて担当指導主事等が継
続的な訪問指導を行い、生徒支援コー
ディネーターのスキルアップやネット
ワークづくりを行う。
　○生徒支援コーディネーター研修会
(地区別研修会１回・全体研修会１回)
　○重点支援校担当者スキルアップ研修
会(年２回)

教育委員会
心の教育セン
ター
高等学校課
人権教育課
特別支援教育
課

教職員
心の教育セ
ンター専門
研修

高等学校に
おける生徒
支援コー
ディネー
ター研修

校内委員会
への特別支
援教育地域
コーディ
ネーター派
遣事業

　新任の特別支援教育学校コーディネー
ターが指名された小中学校について、教
育事務所の特別支援教育地域コーディ
ネーターを派遣し、効果的な校内委員会
の進め方について支援を実施する。

教育委員会
特別支援教育
課

(■教職員
の資質能
力の向上)

（■いじ
めの防
止）

(■学校が
主体と
なって進
める取組
への支援)

教職員

校内委員会への特別支援教育地域コーディネーター派遣事業の実施 

生徒支援コーディネーター研修の実施 

要請訪問支援の継続 

教育相談や人間関係づくりに関する専門研修の開催 

重点支援校（10校）等への訪問支援 要請訪問支援の継続 

中学校区特別支援教育学校コー

ディネーター連携充実事業 
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対象 事業名
（取組名）

取組の内容 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２８年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

･すべての小中学校でユニバーサルデザイ
ンを視点においた授業を実施する。
・小中学校において発達障害の診断、判断
のある子どもの90％で引き継ぎシートを活
用した引き継ぎを実施する。
※Ｈ27高知県教育振興基本計画　重点プラ
ン　特別支援教育を柱に据えた事業

【事業実績】
新任特別支援教育学校コー
ディネーター研修会でユニ
バーサルデザインに基づいた
授業つくりの研修（50名）
モデル地区での夏期合同研修
会の実施(鳶ヶ池地区中学校ブ
ロック74名参加)
モデル地区での研究授業の実
施（全中学校57回）
２中学校区での研究発表会参
加者の合計数（223名）

【事業実績】
・4中学校区における研究発表
の参加者の合計（246名）
・４中学校区における研究授
業の実施（110回/11月末時
点）
・年長、小学校６年生、中学
校３年生の保護者を対象に、
「引き継ぎシート」のリーフ
レットを配布。

【事業実績】 【現在の進捗状況】
･平成28年度指定地区の市町村教育委員会と、各学
校の現状を共有し、研究発表会についての打ち合
わせを行った。(四万十町4/16　日高村5/12）
・指定校の訪問
（実態把握、事業内容確認）
日高中学校（5/10)窪川小学校（5/18)窪川中学校
（5/19)日下小学校（6/15）
・引継ぎシートや個別の指導計画について研修会
での理解啓発
高等学校教務主任研修会(4/19)
高等学校進路主任連絡協議会(4/20)
・ユニバーサルデザインに基づいた授業づくりに
関する校内研修会に講師として参加
青柳中学校(8/24)、山田高等学校(8/25)

・児童生徒の実態把握のための「いじめア
ンケート」が、いじめの早期発見、早期対
応のための手段のひとつとして定着し、学
校の実情に応じた調査が行われている。

【事業実績】
全小中高特支学校において、
いじめアンケートを年2回以上
実施。（実施状況調査）

【事業実績】
・全小中高特支学校におい
て、いじめアンケートを年2回
以上実施。（実施状況調査）
・国のいじめ認知件数の再調
査に合わせ、市町村、県立学
校に認知の定義について周知

【事業実績】 【現在の進捗状況】
・全小中高特支学校に向けて、いじめアン
ケートを年2回以上実施するよう依頼済
み。実施状況調査も行う予定。
《参考》H28.7月末県単調査より
小　認知329　解消250　解消率　76.0％
中　認知153　解消105　解消率　68.6％
高　認知138　解消 78  解消率　56.5％
特　認知　3　解消  3  解消率 100.0％

・スクールカウンセラー等の相談活動によ
り、子どもや保護者が悩みの解決を図り、
充実した学校生活を送ることができる。
・スクールカウンセラー等が学校で校内研
修や教職員への相談活動を行うことによっ
て、教職員の子どもへの支援が効果的に行
われ、問題行動等の未然防止や適切な対応
により問題が深刻化することを防ぐ。

【事業実績】
・スクールカウンセラー（小
113、中107、高13、特支13）
・心の教育アドバイザー（高
24）
・スクールソーシャルワー
カー（市町村25、県立中3）

【事業実績】
・スクールカウンセラー（小
135、中107、高10、特支3）
・心の教育アドバイザー（高
27、特支11））
・スクールソーシャルワー
カー（市町村27、県立中高8、
特支1）
※県単独予算により7市にス
クールソーシャルワーカーを
追加配置

【事業実績】 【現在の進捗状況】
・配置を拡充。
・スクールカウンセラー（小164、中105、
義務教育２、高37、特支14）
・アウトリーチ型スクールカウンセラー２
（高知市・南国市の支援センターに配置）
・スクールソーシャルワーカー（市町村
29、県立中高10、特支３）
※県単独予算により7市にスクールソー
シャルワーカーを15名追加配置
《H28.9月現在　相談及び支援件数》
SC等相談件数　38,871件（前年比
136.3％）
SSW支援件数　 　 481件（前年比
173.0％）

子ども
保護者
教職員

・スクール
カウンセ
ラー活用事
業
・心の教育
アドバイ
ザー活用事
業
・スクール
ソーシャル
ワーカー活
用事業
・生徒指導
推進事業

　児童生徒や保護者等のいじめをはじめ
とする人間関係の不安や悩みに対して、
臨床心理や福祉等に関する専門的な知
識・技能を有する人材（スクールカウン
セラーや心の教育アドバイザー、スクー
ルソーシャルワーカー）を学校に配置、
または派遣し、教育相談体制を充実さ
せ、児童生徒の問題行動等の未然防止、
早期発見、早期対応を図る。

教育委員会
人権教育課

教職員
子ども

特別支援教
育を柱に据
えた学校づ
くり事業

　発達障害等のある子どもの特性に応じ
た指導を充実させるために、「すべての
子どもが『わかる』『できる』授業づく
りガイドブック」を活用し、ユニバーサ
ルデザインに基づいた授業づくりを行
い、授業の実践力の向上を図る。また、
これまで行ってきた指導や支援を次の学
校につなぐための「引き継ぎシート」の
活用を促進し、校種間をつなぐ取組を充
実させる。

いじめアン
ケート

　定期的な「いじめアンケート」による
調査の実施と学校の実情に応じた個別面
談、日記や家庭訪問によりいじめの認知
に努める。

教育委員会
人権教育課

教育委員会
特別支援教育
課

(■教職員
の資質能
力の向上)

（■いじ
めの防
止）

（■学校
が主体と
なって進
める取組
への支
援）

■相談体
制の整
備・充実

■いじめ
の早期発
見

■いじめ
の実態把
握

子ども

特別支援教育学校コーディネーター対象の研修会等の実施 

特別支援教育を柱に据えた学校づくり事業における 

実践研究の実施 

引き継ぎシートの活用促進 

教育相談活動の推進、教職員への研修の実施 

「いじめアンケート」の実施（年間２回以上） 

地域をつなぐ！子どもが伸びる！ユニバーサルデザインによる 

学校はぐくみプロジェクト事業における実践研究の実施 

教育相談活動の推進、教職員への研修の実施 

「いじめアンケート」の実施（年間２回以上） 

特別支援教育を柱に据えた学校づくり事業における 

実践研究の実施 

地域をつなぐ！子どもが伸びる！ユニバーサルデザインによる 

学校はぐくみプロジェクト事業における実践研究の実施 
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対象 事業名
（取組名）

取組の内容 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２８年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

・児童生徒及び保護者等のニーズに応じた
教育相談活動の実施
・相談担当者のスキルアップ
・適正な訪問支援による学校教育相談体制
の充実

【事業実績】
・来所、出張教育相談
   受理件数274件
　   (延べ1,886件)
・24時間電話相談810件
・Ｅメール相談318件
・ふれんどるーむCoCo利用者
　(延べ243名)
・やまももの会利用者
　(延べ46名)

【事業実績】
・来所、出張教育相談
  受理件数269件
  (延べ1,767件)
・Ｅメール相談139件
・ふれんどるーむCoCo利用者
  (延べ167名)
・やまももの会利用者
  (延べ40名)
・24時間電話相談
   804件

【事業実績】 【現在の進捗状況】
・SC,SSWスーパーバイザーの配置
・来所・出張教育相談　受理件数239件
（延べ1146件）・電話相談495件
・Ｅメール相談68件
・ふれんどるーむCoCo利用者延べ30名
　　　　　　（H28年９月末現在）
・県下全児童生徒への電話相談カード及び
チラシの配付、コンビニ・スーパーでのチ
ラシの配布
・教育相談関係機関連絡協議会
   第1回５/２　９団体９名の参加

　各種相談への対応が、迅速かつ適切に行
われている。

【事業実績】
子どもや保護者からの非行相
談への対応が適切に行われて
いる。
　[参考］
児童相談所が受け付けた児童
相談実績
Ｈ26年度 2,845件
（うち非行相談167件）

【事業実績】
子どもや保護者からの非行相
談への対応が適切に行われて
いる。
　[参考］
児童相談所が受け付けた児童
相談実績
Ｈ27年度 3,027件
（うち非行相談138件）

【現在の進捗状況】
　子どもや保護者、市町村・学校等関係機
関からの相談への対応が適切に行われてい
る。
[参考］
児童相談所が受け付けた児童相談実績
Ｈ28年度 1,499件 *9月末現在
（うち非行相談62件）

相談者に対し、早期解決に向かう助言を行
うとともに、生命・身体の安全に関わる案
件については、関係機関と連携し早期対応
していく。

【事業実績】
　9件

【事業実績】
　４件

【事業実績】 【現在の進捗状況】
○所轄署と連携を取り合いながら、学校を
巻き込んだ早期対応をとり、適切かつ具体
的な助言・支援を行う。
○平成28年１～９月「ヤングテレホン」へ
のいじめ相談件数５件
少年サポートセンターへの来所、電話によ
るいじめ相談件数６件

教育委員会
心の教育セン
ター

警察本部
少年女性
安全対策課

子ども
保護者
教職員

心の教育セ
ンター相談
事業

【各種教育相談活動の実施】
　○来所相談
　○24時間電話相談
　○Ｅメール相談
　○出張教育相談
　○ふれんどるーむＣｏＣｏ
  (児童生徒の交流の場)
　○やまももの会(保護者の交流の場)

児童相談所
等による相
談対応

　児童相談所及び市町村の要保護児童対
策地域協議会等が、学校等関係機関と連
携を図りつつ子どもや保護者からの相談
等に対応する。

知事部局
児童家庭課

子ども
保護者

電話相談
　相談専用電話「ヤングテレフォン」を
通したいじめの早期発見と早期対応

子ども
保護者

(■相談体
制の整
備・充実)

(■いじめ
の早期発
見)

(■学校が
主体と
なって進
める取組
への支援)

                          相談担当者のスキルアップ 

教育相談活動（来所・電話・Ｅメール・訪問）及び児童生徒 

・保護者の居場所（交流）づくりの実施 

相談担当者のスキルアップ 

学校等関係機関と連携強化を図りながら、 

子どもや保護者からの相談等への適切な対応 

学校等関係機関と連携強化を図りながら、 

子どもや保護者からの相談等への適切な対応 

学校等関係機関と連携強化を図りながら、 

子どもや保護者からの相談等への適切な対応 

学校等関係機関と連携強化を図りながら、 

子どもや保護者からの相談等への適切な対応 
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対象 事業名
（取組名）

取組の内容 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２８年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

　緊急事案に対応できる学校の組織体制が
確立している。

【事業実績】
・派遣回数28回、180時間

【事業実績】
・派遣回数13回、67時間

【事業実績】 【現在の進捗状況】
H28.９月末現在
・派遣回数12回、70時間
①４/13 Ａ中学校  　　佐田SV 4時間
②４/18 Ｂ中･Ｃ小学校 岸本SV 3時間
③６/13～７/8 Ｄ高校  岸本SV21時間
　　　　　　　　　　  濱川SV 4時間
④７/10～７/13 Ｅ高校 佐田SV31時間
　　　　　　　　　　　岸本SV 5時間
⑤９/20 Ｆ小学校 　　 濱川SV 2時間

　発達障害による二次障害的な非行を抑制
し、非行総量（特に暴力事案）の減少を目
指す。

【事業実績】
　継続的な被害者支援３名

【事業実績】
・継続的な被害者支援２名
・支援担当者のスキルアップ
研修２回

【事業実績】 【現在の進捗状況】
　平成28年３月、１名の少年に対する継続
的な被害者支援を終了。現在支援中の少年
は１名。被害少年カウンセリングアドバイ
ザーによる研修会を２回、スーパーバイズ
を３回、カウンセリングを１回実施した。

・ＰＴＡ研修等への講師派遣
・情報モラル教育実践事例集の作
成、配付
・非行対策ネットワーク会議

　平成２７年に実施する「子どもたちの携
帯電話・スマートフォン等の利用実態調
査」において、フィルタリングの設定や携
帯電話等利用に関する親子のルールづくり
の項目において、平成２４年の調査結果を
上回る。

【事業実績】
・ＰＴＡ研修への講師派遣
17回
・事例集の作成に向けた編集
委員会（4回）
5/21,6/12,7/17,9/18
・非行対策ネットワーク会議
11/26

【事業実績】
・ＰＴＡ研修等への講師派遣
44回
・「ネット問題」を子どもと
大人で考える県民フォーラム
10/25　約350名参加
・フォーラムでのアピールを
受けて、家庭でネット利用の
ルールづくりを進めるための
啓発リーフレットの作成・配
布
・人権教育主任連絡協議会や
指導事務担当者会等で、情報
モラル教育実践事例集の具体
的活用について周知

【事業実績】 【現在の進捗状況】
・「親子で話そう！ケータイ・スマホの使
い方」を小・中・高・特別支援学校の全て
の保護者に配付
・「安全に使おう！ケータイ・スマホ（Ｓ
ＮＳ編）」を全ての中・高等学校の新入生
に配付
・人権教育主任連絡協議会で、情報モラル
教育実践事例集の具体的な活用について周
知
・ＰＴＡ研修等への講師派遣:20校

・本年度は全公立学校を対象
・中・高は毎月検索
・小・特支校は年間４回検索

　ネットいじめ等の早期発見・早期対応に
より、ネットいじめ等の解消率が上がる。
　予防的な効果も期待されることから、児
童生徒のネットトラブルに巻き込まれる数
が減少する。

【事業実績】
・６月より検索を開始。
・公立学校全校を対象に、こ
れまで中・高は毎月検索、
小・特別支援は２回検索済み
・委託業者との打合せ会
10/29

【事業実績】
・５月より検索を開始。
・委託業者との打合せ会
5/14、10/27

【事業実績】 【現在の進捗状況】
・5月より検索を開始。
・全ての学校を対象に2カ月で一巡する方
法で検索。（中・高校を6巡、小・特別支
援学校を2巡）
・H28.９月末現在のところ、いじめの疑い
がある高校生のケースが１件報告されてい
る。（現在事実確認中）

警察本部
少年女性
安全対策課

子ども
教職員
保護者

子ども
保護者
教職員

いじめ問題
等の解決に
向けた外部
専門家活用
事業

子ども
教職員

　ネット上のトラブルから子どもたちを
守るために、啓発用リーフレットを作
成・配付し、それを活用したＰＴＡ研修
の実施や学校の情報モラル教育を推進す
ることを通して、家庭でのルールづくり
の推進や児童生徒のネットマナーの向上
を図る。

教育委員会
人権教育課

子ども
保護者
教職員

被害少年対
策加害少年
対策

○被害をうけた少年やその保護者の精神
的なダメージの軽減
・カウンセリングアドバイザーによる被
害少年のカウンセリング
・被害少年に対する居場所事業
（トークルーム道草・学習支援・カウン
セリング等）
○加害少年に対する立ち直り支援

　専門家（弁護士１名、臨床心理士３
名、退職警察官１名、退職教員３名）と
県教育委員会事務局職員による緊急学校
支援チームを組織し、公立学校におい
て、児童生徒の生命に関わる事案や学校
が対応に苦慮している事案に対して学校
へ派遣し、改善に向けた具体的な対応等
について、専門的な見地から助言を行
う。

教育委員会
人権教育課

学校ネット
パトロール

　児童生徒が学校非公式サイトやプロ
フ、ブログなどに誹謗中傷の書き込み等
が行われるネット上のいじめ等に巻き込
まれていないか監視を行い、早期発見・
早期対応につなげる。

教育委員会
人権教育課

親子で考え
るネットマ
ナーアップ
事業

(■学校が
主体と
なって進
める取組
への支援)

■ネット
上のいじ
めへの対
応

■いじめ
への対処

■緊急学
校支援
チーム等
の派遣

被害少年に対する居場所事業や加害少年に対する 

立ち直り支援事業の充実 

緊急時における学校、関係児童生徒・保護者等への支援 

児童生徒への情報モラル教育と保護者に対する 

啓発活動の推進・強化 

学校非公式サイトやプロフ、ブログ、ＳＮＳなどの定期検索、 

リスクが高い事案は24時間継続監視 

緊急時における学校、関係児童生徒・保護者等への支援 緊急時における学校、関係児童生徒・保護者等への支援 緊急時における学校、関係児童生徒・保護者等への支援 
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対象 事業名
（取組名）

取組の内容 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２８年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

　教職員の情報モラルに関する認識が高ま
り、授業にＩＣＴを効果的に取り入れてい
る。

【事業実績】
本年度計画している研修は予
定通り実施できた。

【事業実績】
本年度計画している研修は予
定通り実施できた。

【事業実績】 【現在の進捗状況】
・関係部署と連携し、研修会等を通じて、
情報モラル教育に関する教材等の周知を図
る。
・初任者研修[基礎研修Ⅳ]７月28日におい
て「教育の情報化・ICTの活用」に関する
講義・演習を実施

　日々進化するＩＴ関連の情報を取り入れ
ながら授業や講演を行う。
さらに受講者がいじめを含むトラブル解決
のためのキーパーソンになることを目指
す。

【事業実績】
　出前授業・講演
　　小学校33回
　　中学校44回
　　高校15回
　　その他34回
　　　　計126回

【事業実績】
　出前授業・講演
　　　小学校　59回
　　　中学校　49回
　　　高　校　16回
　　　その他　30回
           計154回

【事業実績】 【現在の進捗状況】
○平成28年１～９月
　少年サポートセンター
　ネット関連教室81回
（小学校42、中学校31、高校６、専門学校
２）
※その他、教員・保護者向けの出前講座12
回開催。
○教室開催時には、参加者に対しネットト
ラブルがある場合における警察相談、サイ
バー犯罪相談の連絡先を記載したカードを
配布し、警察への相談方法等を説明してい
る。
○ネット関連教室では、具体的な例を挙げ
て、被害防止対策について講義している。

警察本部
少年女性
安全対策課

子ども
保護者
教職員

防犯教室
相談

○ネット利用に起因するいじめに関する
出前授業、講演の実施
○ネット利用に起因するいじめトラブル
対応への助言指導

教職員 初任者研修

効果的にＩＣＴを使用するために配慮す
べきこと、個人情報等の取扱い方、情報
を取り扱う際のルールやマナーなどにつ
いての研修を行い、教職員の人権感覚を
養う。

教育委員会
教育センター

(■学校が
主体と
なって進
める取組
への支援)

(■いじめ
への対処)

（■ネッ
ト上のい
じめへの
対応）

教育センター主催 初任者研修授業基礎研修Ⅴ 

「教育の情報化」「授業改善のためのＩＣＴの活用」の開催 

児童生徒・保護者・関係者に対する啓発 

教育センター主催 初任者研修授業基礎研修Ⅴ 

「教育の情報化」「授業改善のためのＩＣＴの活用」の開催 

教育センター主催 初任者研修授業基礎研修Ⅴ 

「教育の情報化」「授業改善のためのＩＣＴの活用」の開催 

教育センター主催 初任者研修授業基礎研修Ⅴ 

「教育の情報化」「授業改善のためのＩＣＴの活用」の開催 
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